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令和８年度（２０２６年度）診療報酬改定に係る要望書【第２報】 

令和７年度に入っても、インフレ基調は変わらず、物価高騰、人件費高騰（令和７年春

闘賃上げ率２年連続で５％超）は続いており、病院経営は更に深刻な状況へと悪化してい

ます。病院医療は地域社会における最も重要なインフラの一つです。適切に診療報酬が上

がらなければ、地域で必要とされる病院が経営難から機能不全に陥り、「助かるべき命が助

からない」という本当の意味での医療崩壊が始まります。一旦崩壊した医療インフラは簡

単に立ち直る事は出来ません。その危機的状況を回避させるためにも、前回総論的な要望

【第１報】でお願いしましたように、基本的な入院料を堅実に引き上げて頂くと共に、よ

り適切な医療サービスの提供が出来る様、改めて１３項目の要望【第２報】を提出しま

す。 

１． 重症度、医療・看護必要度について内科系急性期患者の適切な評価の見直し 

令和６年度診療報酬改定における、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の評価項

目の見直しについて、内科系の急性期患者が評価されにくいという内科系評価指標関す

る問題点について一定の認識が存在します。この点は（一社）内科系学会社会保険連合

（内保連）からも過去に指摘があり、前回改定において内保連からも要望がなされてい

たところです。重症度、医療・看護必要度での、内科系急性期患者の評価の在り方につい

ては、内科系の重症度を的確に示す評価する指標が必要であり、評価の見直しを要望し

ます。 



２． 高齢急性期患者の受け入れに適切に機能する地域包括医療病棟入院料の見直し 

地域包括医療病棟入院料については、２０４０年に向けて今後増加が見込まれる高齢

者救急、高齢急性期患者に対応する病棟機能として、令和６年度改定で新設されました

が、重症度、医療・看護必要度の基準も含め、施設基準が非常に厳しく、急性期一般入

院料１（７対１）の届け出要件を満たせなくなった病棟の受け皿としての意味合いにや

や偏った施設基準であったとも言えます。急性期一般入院料と地域包括ケア病棟入院料

との中間的機能のバランスを保ちながら、より積極的に高齢者救急、高齢急性期患者の

受け入れが可能となるよう、適切な施設基準の見直しを要望します。 

３． 介護専門職（介護福祉士）配置、介護を行う看護補助者の更なる評価と配置要件の拡大 

令和６年度改定で新たに設けられた「看護補助体制充実加算１」では、看護補助者

への評価が見直され、施設基準として初めて、「介護福祉士の資格、または看護補助者と

して３年以上の勤務経験と適切な研修の修了」が要件に加えられました。今後とも急性

期から慢性期まで医療機関における要介護高齢者は増加し、看護師の介護負担は益々大

きくなります。介護専門職（介護福祉士）配置、もしくは介護を行う看護補助者の更なる

評価を要望します。 

４． 精神病床における身体疾患やリハビリテーション、権利擁護等への対応に係る医療資源

投入への適切な評価 

精神病床では、近年、入院期間に関わらず重い精神症状を抱えた患者が増え、身体疾

患の併存やＡＤＬ低下に対するケアの量も増加しています。さらに、精神保健福祉法の

改正等を経て、患者の権利擁護への対応の労力も増加しています。しかし多くの精神科

病院が、新設後３０年以上も経過している特定入院料等を算定せざるを得ず、医療資源

投入量が診療報酬に十分に反映されていないため、精神病床が正当に評価されることを

要望します。 

５． 外来・在宅ベースアップ、入院ベースアップ評価料の適切な評価の見直しと、全職種を

対象へ 

令和７年度春闘の賃上げ率が２年連続で５％越えと言われる中で、我々医療界の人材

が他産業に移動し、益々人手不足に拍車がかかることが無いように、他産業と同じ水準

で賃上げが出来る様に、外来・在宅ベースアップ評価料、入院ベースアップ評価料の適

切な評価の見直しを要望します。また加算対象外職員（事務職員・その他）に対しては

各医療機関が持ち出しでベースアップを行っている場合があり、人件費負担増が医療経

営を悪化の要因となっています。医療機関職員の全ての職種を評価対象にすることを要

望します。 

６． 在宅救急患者の受入と下り搬送受入側に関する、包括期・慢性期医療への評価 

今後軽症、中等症の高齢者救急が増加するにあたり、包括期・慢性期の病棟において、

在宅で急変した高齢のマルチモビディティ患者を、直接受け入れる場合の更なる評価を

求めます。また、適切な下り搬送の評価として、救急患者連携搬送料が新設されました

が、搬送先の後方医療機関に於いても、夜間休日の受け入れを強化する場合の評価や、

救急患者を３次救急医療機関等まで迎えに行き転院搬送する場合の新たな評価を求めま

す。 



７．地域医療提供体制確保加算 救急車１，０００台以上でも評価する仕組み 

地域医療提供体制確保加算による評価は、令和４年度改定より、年間２，０００台以

上の救急車搬送件数に加え、「年間１，０００台以上の救急搬送件数かつ総合周産期特定

集中治療室等の届出」が追加されました。今後地域での２次救急を担う中小病院等にお

ける高齢者救急医療受け入れ体制を確保する為に、周産期医療又は小児救急医療の実績

がない場合であっても年間１，０００台以上の救急車搬送件数で算定が可能となるよう

評価の見直しを求めます。 

８． 医師事務作業補助体制加算の更なる評価 

医師事務作業補助体制加算は、これまでにも診療報酬改定で毎回評価を上げて頂いて

おりますが、今後医師の働き方改革を更に推進し、医師の負担軽減を図る為にも、医師

事務作業補助体制加算 1 において病床数１５対１の配置以上に加配した場合の医師事務

作業補助体制加算の更なる評価を求めます。また施設基準においては、年間緊急入院患

数の要件がまだまだ厳しく要件の更なる緩和を求めます。 

９． 医療ＤＸ推進に係る、実質を反映する更なる評価 

医療機関が、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し、医療の質向上や業務効率化を図ること

で、患者満足度向上、医療従事者の負担軽減、そして病院経営の安定化等の多くのメリ

ットをもたらすことを目的とし、医療ＤＸの推進体制を整備した場合に算定できる加算

として、医療ＤＸ推進体制整備加算や医療情報取得加算が新設されています。しかし、

電子処方箋システムや医療情報取得システム（管理側）の整備・改修に於いて、医療機関

経営も不安定な中、既に多額の投資費用が発生しており、補助金等のみで安心安全な電

子処方箋システム等の構築・完備・維持が可能な状況とは言えません。適切な診療報酬

による評価を要望します。 

１０． 医師の働き方改革に係る「宿日直許可基準」の取扱いと特定集中治療室の医師要件

の緩和 

医師の働き方改革の一環として、特定集中治療室（ＩＣＵ）や新生児特定集中治療室

（ＮＩＣＵ）の宿日直許可基準の取り扱いが令和６年度改定で明確化され、宿日直を行

う医師を配置するＩＣＵに低い点数の特定集中治療室管理料５・６が新設されました。

宿日直許可を得れば大幅な減収となり、一方で上位管理料や加算を取得するためにＩＣ

Ｕ等勤務医について夜勤とすれば、翌日の医師確保が困難となる等の影響が大きいため、

評価の見直しを要望します。 

１１． 内視鏡手術支援機器を用いる手術及びロボット手術（ダヴィンチ、ヒノトリ等）の

評価 

内視鏡手術用支援機器を用いた内視鏡手術（以下ロボット手術／ダビンチ・ヒノトリ

等）は機器の国内導入は増加、症例数も増加しており、医学的安全性・有用性に関する

評価も高まっています。一方で手術時に使用する消耗品や機器類のメインテナンス費用

等については、通常の腹腔鏡下手術よりもかなり割高であり、費用実態に合わせた評価

を要望します。また算定の為の施設基準（年間症例数）が厳しく、巨額の設備投資を行

っても症例数が満たせない場合は届出を取り下げる事になります。今後安全で低侵襲の

ロボット手術活用が推進されるよう、基準の緩和を要望します。 



１２． 加算として取り扱われる医療材料等の評価の見直し 

特定保険医療材料の価格については、昨今の急激な物価高により、定期的な見直しで

は追い付いていない現状があります。また「無菌調剤処理」や「自動縫合器」、「自動吻

合器」など加算として評価される材料に関しては、長期間評価の見直しが行われないま

ま放置されているものも存在します。特定保険医療材料の価格上昇に迅速に対応出来る

仕組みの構築と評価の見直しを要望します。 

１３． 高額医薬品管理料の新設 

超高額医薬品の薬事承認が相次いでおり、使用額は年々増加しています。超高額医薬

品は使用に至るまでの適切かつ慎重な薬剤保管（低温フリーザ等）、解凍作業等が必要で

あり、医療機関ではその管理コストが必要となります。また（患者側の都合等による）

当該薬剤の使用不可・破損のリスクを負うばかりか、やむを得ぬ理由により投薬が中止

となった場合には、当該医薬品費用を負担しなければなりません。超高額医薬品の管理

料の新設を要望します。 

以上 




